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地域居住機能再生推進事業
【県営大森団地、市営新大森団地建替事業】

滋賀県公共事業評価監視委員会

滋賀県・東近江市地域居住機能再生協議会
滋賀県 土木交通部 住宅課
東近江市 都市整備部 住宅課



◎一次判定
滋賀県営住宅長寿命化計画（平成28年3月）

県営大森団地は『建替え』に位置付け

①建設年度
による判定

Ｈ２７末までに
耐用年数を経過

Ｈ３７末までに
耐用年数を経過

Ｈ３７末までに
耐用年数の1/2経過

Ｈ３７末までに
耐用年数の1/2経過せず

建替 ｏｒ 用途廃止 継続判定 維持管理

②高度利用の
可能性
による判定

●法的規制による判定 ：都市計画等法的規制への該当、非該当

●敷地規模・形状等による判定 ：敷地規模（1,000㎡超or未満)、敷地形状(整形ｏｒ不整形)、取付道路の幅員

●立地環境による判定 ：徒歩圏内の主要施設数、500m以内の主要施設

③団地の需要
による判定

・空家率（＞20％ ｏｒ ≦20%)
・応募倍率が著しく低い 等

④改善履歴
による判定

・個別改善後の期間
（＜10年 ｏｒ ≧10年%)

◎二次判定
①躯体の安全性による判定

②避難の安全性による判定

③居住性による判定

・新耐震基準前後、耐震性 等

・防火区画、２方向避難の有無 等

・各設備（給湯、電気、ガス 等）の整備水準 等

◎三次判定
地域単位、団地単位での活用手法の検討

建 替 個別改善 維持管理用途廃止



◎一次判定
東近江市公営住宅等長寿命化計画（平成23年3月）（平成29年2月改定）

市営新大森団地は『建替え』に位置付け

①建設年度
による判定

Ｈ２７末までに
耐用年数を経過

Ｈ３７末までに
耐用年数を経過

Ｈ３７末までに
耐用年数の1/2経過

Ｈ３７末までに
耐用年数の1/2経過せず

建替 ｏｒ 用途廃止 継続判定 維持管理

②高度利用の
可能性
による判定

●法的規制による判定 ：都市計画等法的規制への該当、非該当

●敷地規模・形状等による判定 ：敷地規模（1,000㎡超or未満)、敷地形状(整形ｏｒ不整形)、取付道路の幅員

●立地環境による判定 ：徒歩圏内の主要施設数、500m以内の主要施設

③団地の需要
による判定

・空家率（＞20％ ｏｒ ≦20%)
・応募倍率が著しく低い 等

④改善履歴
による判定

・個別改善後の期間
（＜10年 ｏｒ ≧10年%)

◎二次判定
①躯体の安全性による判定

②避難の安全性による判定

③居住性による判定

・新耐震基準前後、耐震性 等

・防火区画、２方向避難の有無 等

・各設備（給湯、電気、ガス 等）の整備水準 等

◎三次判定
地域単位、団地単位での活用手法の検討

建 替 個別改善 維持管理用途廃止





地域居住機能再生計画（整備地区名：東近江市八日市地区）

●計画策定者：滋賀県・東近江市地域居住機能再生協議会 代表者：滋賀県

構成員：滋賀県・東近江市

整備地区位置図

●整備地区面積：約994.2ha ●重点整備地区面積：約

6.3ha

名神高速道路

名神高速
八日市ＩＣ

県営大森団地
市営新大森団地

国道421号

国道307号



地域居住機能再生計画（整備地区名：東近江市八日市地区）

●住宅の整備に関する事項

●公益施設の整備に関する事項
施設名 名称 面積 備考

公
益
施
設

医療施設
独立行政法人
国立病院機構 東近江総合医療センター

3.2ha

その他
幼保連携型認定こども園

2.0ha 旧小学校跡地に整備
子育て総合支援センター

団地名 面積 事業手法
従前
管理戸数

従後
管理戸数

基本方針

県
営
住
宅

今堀団地
約

1.3ha
公営住宅等整備事業 114戸 78戸 建替え

大森団地
約

0.7ha
公営住宅等整備事業 46戸 60戸 建替え

沖野原団地
約

0.5ha
公営住宅等ストック総合改善事業 90戸 90戸 居住性向上、長寿命化

春日団地
約

0.2ha
公営住宅等ストック総合改善事業 32戸 32戸 居住性向上、長寿命化

計
約

2.7ha
282戸 260戸

市
営
住
宅

今堀団地
約

1.0ha
公営住宅等整備事業 93戸 0戸 用途廃止、余剰地の有効利用

大森団地
約

0.2ha
公営住宅等整備事業 19戸 0戸 用途廃止、余剰地の有効利用

新大森団地
約

1.2ha
公営住宅等整備事業 75戸 60戸 建替え

ひばり丘団地
約

1.2ha
公営住宅等ストック総合改善事業 132戸 132戸 安全性確保、長寿命化

計
約

3.6ha
319戸 192戸

合計
約

6.3ha
601戸 452戸



県営大森団地

市営新大森団地

◎従前の団地形状

公営住宅大森団地建替基本計画【事業の概要】

◎建替後の団地形状

県営大森団地

市営新大森団地

残地
（利用目的検討中）

残地
（利用目的検討中）

市道拡幅
（安全性向上）

団地内通路整備
（安全性向上）

集会所・公園再整備
（県・市で共同整備）

◎建替前 構造 階数 戸数 駐車場 集会所 公園

県営住宅 簡易耐火 平屋建て 46戸 0台
有

(建替)
無市営住宅 簡易耐火 平屋建て 75戸 0台

合計 121戸 0台

◎建替前 構造 階数 戸数 駐車場 集会所 公園

県営住宅 耐火 ５階建て 60戸 60台
有

(建替)
有市営住宅 耐火 ５階建て 60戸 60台

合計 120戸 120台



事業費の構成

公営住宅等整備事業
・主体附帯工事費
・測量設計費
・既設公営住宅等の除却費
・入居者の移転料
・事業年度：Ｈ２７～Ｒ３
・事業費：2,059百万円

県： 995百万円
市：1,064百万円

※再評価の対象
地域居住機能再生補助金
・事業年度：
Ｈ２６～公的賃貸住宅整備事業完了まで

※計画策定時点

県事業
995百万円

市事業
1,064百万円

県＋市
2,059百万円

地域居住機能
再生補助金
489百万円

地域居住機能
再生補助金
532百万円

地域居住機能
再生補助金
1,021百万円

県債
485百万円

市債
327百万円

県債・市債
812百万円

基金借入金等
200百万円

基金借入金等
200百万円

一般財源等
21百万円

一般財源等
5百万円

一般財源等
26百万円



公営住宅大森団地建替基本計画

建替スケジュール
県営解体
(6棟20戸)
(H27)

県営建設
(1棟30戸)
(H27～
H28)

県営解体
(4棟16戸)
(H29)

市営建設
(1棟30戸)
(H29～
H30)

市営解体
(8棟27戸)
(H30)

県営建設
(1棟30戸)
(H30～R1)

市営建設
(1棟30戸)
(R1～R2)

市営解体
(10棟33

戸)
(R3)

集会所・
公園・
外構整備
(R3)

・第１期【県営１期】県が実施（完了済）

県営解体
(2棟10戸)
市営解体
(4棟15戸)

(R1)

●第３期【県営２期】県が実施（解体済、建設工事中）・第２期【市営１期】市が実施（完了済）

●第４期【市営２期】市が実施（解体済、建設着工前） ・第５期【市営３期】市が実施予定



事業の状況

解体済

２期【市営１期】
（５階建て３０戸）

１期【県営１期】
（５階建て３０戸）

３期【県営２期】
（５階建て３０戸）工事中

４期【市営２期】
（５階建て３０戸）
建設予定地

写真撮影箇所

西方向から
（令和２年１月２８日撮影）



費用便益分析：基本的な考え方

公営住宅整備事業に係る新規事業採択時評価手法※１

（平成２８年３月 国土交通省住宅局住宅総合整備課）による

Ｂ：便益
＝ 家賃収入 ＋ 駐車場収入 ＋ 残存価格

（耐用年数７０年）

Ｃ：費用
＝ 用地費 ＋ 建設費 ＋ 維持管理費 他

Ｂ
費用便益比 ＝ － （≧０．８※１）

Ｃ

※１：公営住宅整備事業に係る新規事業採択時評価手法による
B/Cの目標値は0.8以上とされている。



費用便益分析：費用の算定

●用地費
市場価格相当額（固定資産税評価額÷０．７≒１．４倍）を
計上

●建設費
建設に要する費用を計上

●修繕費
公営住宅等長寿命化計画策定指針におけるライフ
サイクルコストの算定手法に基づいた修繕費を計上

●その他事業コスト
設計費、監理費、地質調査費を計上

●将来修繕費
評価対象期間の年平均修繕費の合計÷０．０４
（２５年分に相当）を計上



費用便益分析：便益の算定

●家賃収入
市場家賃相当額として公営住宅法に基づく近傍同種の
住宅の家賃を計上

●駐車場収入
近傍同種の月極駐車場の利用料を計上

●建物の残存価値
建設費の２割（耐火構造）を計上

●用地の残存価値
評価時点の価格を計上



費用便益分析：結果と評価【県営】

※ 金額はすべて社会的割引率４％として現在価値（基準年Ｈ３０）に換算

Ｂ／Ｃ ＝ ０．９７ ≧ ０．８

家賃収入： 649百万円

駐車場収入： 25百万円

建物残存価値： 6百万円

用地残存価値： 6百万円

便益合計： 686百万円

便益
(Benefit)

用 地 費： 107百万円

建設費 ●●億円

そ の 他： 14百万円

維持管理費 ●●億円

費用合計： 705百万
円

費用 (Cost)

建 設 費： 456百万円

維持管理費： 128百万円÷



費用便益分析：結果と評価【市営】

※ 金額はすべて社会的割引率４％として現在価値（基準年Ｈ３０）に換算

Ｂ／Ｃ ＝ ０．９６ ≧ ０．８

家賃収入： 678百万円

駐車場収入： 25百万円

建物残存価値： 6百万円

用地残存価値： 7百万円

便益合計： 716百万円

便益
(Benefit)

用 地 費： 117百万円

建設費 ●●億円

そ の 他： 16百万円

維持管理費 ●●億円

費用合計： 741百万
円

費用 (Cost)

建 設 費： 475百万円

維持管理費： 133百万円÷



費用便益分析：結果と評価【県営＋市営】

※ 金額はすべて社会的割引率４％として現在価値（基準年Ｈ３０）に換算

Ｂ／Ｃ ＝ ０．９６ ≧ ０．８

家賃収入： 1,276百万円

駐車場収入： 48百万円

建物残存価値：11百万円

用地残存価値：13百万円

便益合計：1,348百万円

便益
(Benefit)

用 地 費： 216百万
円

建 設 費： 895百万
円

そ の 他： 28百万
円

維持管理費： 252百万
円

費用合計： 1,391百万
円

費用 (Cost)

÷



貨幣換算が困難な効果による評価

安全性の向上
【道路拡幅(緊急車両の
通行を容易にする)】

県営住宅

市営住宅

ＥＶの設置ＥＶの設置

良好な住環境への改善
【集会所・公園の整備】



対応方針
『滋賀県営住宅長寿命化計画』および

『東近江市公営住宅等長寿命化計画』に沿って進めている

【現在の状況】

・居住機能の再生、住環境の改善、バリアフリー化が必要

・重点区域内にある他団地からの移転入居を進め、住戸数

の適正化を図る必要がある。

・費用対効果（Ｂ／Ｃ≧０．８）も問題がない

本事業の継続が必要


